第１号様式

年　　月　　日

（宛先）板橋区長


郵便番号
所在地
企業名
代表者役職
代表者氏名


生産性向上に資する設備導入助成事業助成金交付申請書


生産性向上に資する設備導入助成事業助成金交付要綱第７条第１項の規定に基づき、下記のとおり助成金の交付を申請します。

記

１　先端設備等導入計画認定番号
日付　　板産産第　　　号　/　　　　年　　　　月　　　日


２　助成金交付申請額	円


３　事業完了予定日	年　　月　　日


４　申請状況
	現在この助成金以外で申請している助成対象事業

	申請先
	助成対象事業名
	テーマ・内容
	助成金申請額
	本申請との関係

	
	
	
	円
	同一 ・ 否

	
	
	
	円
	同一 ・ 否

	
	
	
	円
	同一 ・ 否



	国・都・区市町村・公社等から助成金の交付を受けた実績（過去5年間について直近のものから順に記入）

	年度
	申請先
	助成対象事業名
	テーマ・内容
	助成金額

	
	
	
	
	円

	
	
	
	
	円

	
	
	
	
	円


 
[bookmark: _GoBack]
別紙1（第1号様式関係）
事業計画書
（１）申請者（企業等）の概要等
	１．申請者の概要


		担当者名及び役職名：

	ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：

	URL：     https://




	
２．主たる業務の内容


		






	

	３．株主等一覧表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　年　　　月　　　日現在）

		主な株主又は出資者
(注)出資比率の高いものから記載し、大企業には【】に◎を
記載してください。４番目以降
は「ほか○社」と記載してください。
	
	　　株主名又は
　　　出資者名
	
　　　　　　　所在地
	
大企業
	
出資比率(％)

	
	①
	
	
	【　　　】
	

	
	②
	
	
	【　　　】
	

	
	③
	
	
	【　　　】
	

	
	④
	他（　　　　）社




	
４．経営状況表
直近２期分の損益実績　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）（決算期ベース）


		事業年度
	売上高
	営業損益
	経常損益
	当期損益

	年　　月期（第●期）実績
	
	
	
	

	年　　月期（第●期）実績
	
	
	
	






（２）事業内容
	１．事業の概要
※申請する助成対象事業の内容を簡潔に記載してください。なお、本項目は採択となった場合に公表することがあります。

	







	２．導入する機械装置、備品等、工事の概要

	（１）名称　（導入する機械装置、備品等、工事の名称を記入してください。）
※４つ以上導入する場合は、④以降を追加してご記入ください。

	①
②
③

	（２）機械装置・備品等の機能、工事の持つ機能

	①
②
③

	（３）設置場所

	①
②
③

	（４）法定耐用年数

	①
②
③

	３．導入による効果
事業の高度化・効率化、競争力の強化における効果を記入してください。

	













別紙２（第１号様式関係）

事業収支予算書
１．収支予算

（１）収入
（単位：円）
	区分
	金額
	資金の調達先　(金融機関名等を具体的に記入してください。)

	自己資金
	
	

	借入金
	
	

	その他
	
	

	合計
	
	



（２）支出
（単位：円）
	経費区分
	助成対象事業に
要する経費
	助成対象経費
	助成金交付申請額

	機械装置費等
	
	
	

	その他助成対象外経費
	
	
	

	合計
	
	
	


※「助成対象事業に要する経費」とは、当該事業を遂行するために必要な経費（消費税等を含む）。
「助成対象経費」とは、「助成対象事業に要する経費」のうちで助成対象となる経費（消費税等は除く）。
「助成金交付申請額」は、「助成対象経費」のうちで、助成金の交付を希望する額で、その限度は、「助成対象経費」に助成率を乗じた額をいう。

２．経費配分内訳

（単位：円）
	品名
	仕様
	数量
	単価
	助成対象事業に要する経費
	助成対象
経費
	購入予定先

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	


※合計金額は千円未満を切り捨ててください。


別紙３（第１号様式関係）

設備投資を実施する設備にて生産する製品（サービス等）について
	１．製品（サービス等）名称

	

	２．製品（サービス等）の内容

	






	３．製品（サービス等）の市場性

	（１）対象とする市場・顧客





	（２）市場動向・規模










	（３）製品（サービス等）及び市場の将来性










	（４）設備投資対象の生産過程における産業財産権（特許権、実用新案権、意匠権、商標権）
※保有している場合は種類及び番号を記入してください。












